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平成 年度において、貴市で行われる建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

五所川原市長　様

社会保険等加入の有無（該当欄に○を記入）

※無の場合は関係書類を提出すること。

※行政書士が、申請書類を作成した場合は、欄外の余白に記名・押印すること。
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個人事業主は役職名を空欄と
すること。 

市内業者：31年度 

市外業者：31年度 



工事
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年 月 年 月

記載要領

1  本表は、許可を受けた建設業の種類に対応した建設工事の種類ごとに作成すること。
2  本表は、直前２年間の主な完成工事及び直前２年間に着手した主な未完成工事について記載すること。
3  下請工事については、「注文者」の欄には元請業者名を記載し、「工事名」の欄には下請工事名を記載すること。
4  「請負代金の額」には、消費税抜きの金額を記載すること。

うち　元請工事

72,000 千円

うち　元請工事

千円
72,000

72,000

合計 2
件

72,000
千円

平成 平成

請負代金の額（税
抜）

（千円）

平成 平成

平成 平成

平成 平成

平成 平成

着工年月
完成又は

完成予定年月

工期

主任技術者又は管理技術者
の別（該当箇所にレ印を記載）

配置技術員

小計 2
件

五所　三郎 レ

工事名

千円

○○市 元請 － ○○○○○○○○工事 ○○市 12,000 平成 平成

○○市 元請 － ○○○○○○○○工事 ○○市 五所　四郎 レ 60,000 平成 平成

平成 平成

平成 平成

平成 平成

平成 平成

平成 平成

平成 平成

平成 平成

平成 平成

工　事　経　歴　書

（建設工事の種類） 土木一式

氏名
主任技術者管理技術者

工事現場のある
都道府県及び

市町村名
注文者

元請
又は
下請
の別

JV
の
別



名　　称 名　　称 名　　称 名　　称

1 55
1級土木施工管理
技士

1級建築施工管理
技士

1級建築士 平成○年　４月　雇用

2 35
2級土木施工管理
技士

平成○年　４月　雇用

3 28
実務経験(10年）
（土木一式）

平成○年　４月　雇用

4 年　　月　雇用

5 年　　月　雇用

6 年　　月　雇用

7 年　　月　雇用

8 年　　月　雇用

9 年　　月　雇用

10 年　　月　雇用

11 年　　月　雇用

12 年　　月　雇用

13 年　　月　雇用

14 年　　月　雇用

15 年　　月　雇用

記載要領等
　　１　申請受付日（２月１日）において、直接的かつ恒常的な（継続して3ヶ月以上の）雇用関係にある技術者について記載すること。
　　２　「年齢」および「経験年月数」欄は，申請受付日（２月１日）現在で記載すること。また、「経験年月数」は個人における建設工事の実務経験期間を記入すること。
　　３　「法令による免許等」欄には業務に関し法令による免許、技術又は技能の認定を受けたもの（実務経験含む。）を記載すること。
　※技術者に変更があった場合は，速やかに変更後の名簿を提出すること。

五所　一郎

五所　三郎

五所　五郎

氏　　　　名

第 号

経験年月数
法　　令　　に　　よ　　る　　免　　許　　等

資格者証交付番号

監 理 技 術 者

第 00000123456 号
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17年 10月
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　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

第 号

　　年　　月

第 号

第 号

第 号
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第 号

第 号
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　　年　　月

　　年　　月

第 号

　　年　　月

第 号

第 号

第 号

　　年　　月

商号又は名称

技　　術　　職　　員　　名　　簿
㈱○○建設

　　年　　月

　　年　　月

年齢

10年　0月

第 号

第 号

建設工事に係る通算の実

務経験年数を記載する。 

当該建設工事業者で雇用

した年月を記載する。 



様式 ④ （用紙Ａ４）

番 営    業    所    名    称 郵  便

号 番  号

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

記載要領

１ 本表は、申請日時点において作成すること。

２ 「営業所名称」欄には、経営事項審査を受けた建設業の許可を有する全ての本店又は支店等営業所の名称を記載すること。

３ 「所在地」欄には、営業所の所在地を上段から左詰めで記載すること。
４ 「電話番号」欄及び「ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号を記載すること。この場合においては、市外局番、市内局番及び番号を、「－（ハイフン）」で区切り

記載すること。

×

×

×

営　　業　　所　　一　　覧　　表

× × ×- × × - × ×× ×

×- × × - × ×× × × × ×○ ○ ○ × × -県 ○ ○ 市 ○ ○
2 株式会社　○○建設　○○営業所

0 3 7 青

0 0 0 0

森

- × × ×1 7 3 - × ×00 0 0 0

× ×3 - × × ×0 - 1 0 1 7 ×字 ○ ○ 2 0 -県 五 所 川 原 市

電 話 番 号  （上段）

所            在            地

F A X 番 号  （下段）

1 株式会社　○○建設
0 3 7 青 森



五所川原市大字○○字○○1

○○建築

実印

雇用保険の加入状況

役員のみの法人又は使用人がいない個人事業所であるため。

使用人すべてが適用除外者であるため。

その他の理由

健康保険・厚生年金保険の加入状況

常時使用される者が５人未満（家族従事者含まない）の個人事業所のため。

常時使用される者が５人以上（家族従事者含まない）の個人事業所だが、使用人すべて

が適用除外者であるため。

その他の理由

記載要領

1

2 各種社会保険等の詳しい適用関係については、所管する機関へ確認すること。

「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の各種保険の加入の有無が「無」となって
いる項目をチェックするとともに適用を受けない理由も選択すること。

住 所

商号又は名称

代表者職氏名 代表取締役（個人事業主は職名不要）○○　○○

社会保険等（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険）の適用を受けないことの届出書

　私が行う事業は、下記のとおり社会保険等（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険）の

適用を受けないことを届出します。

記

平成　　　年　　　月　　　　日



社印（角印）　※1 　代表者印　※2

※1 社印は全ての提出書類に使用する場合のみ押印してください。

※2  実印を使用印鑑とする場合は、実印を押印してください。社印（社名や商号のみの印）を代表者印とすることはできません。

五所川原市長　様

青森県五所川原市字○○200-1 　印鑑登録印(実印)

㈱○○建設

代表者職氏名

使　用　印　鑑　届

　入札・見積、契約の締結及び代金の請求並びに受領に際しては、上記に押印した印鑑を使用

します。

　なお、私以外でこの使用印鑑を持参する者及びこの使用印鑑を押印した書類を提出する者は、

私の使者（代理人）であり、その者が行った行為の全責任は私が負います。

平成　　　年　　　月　　　　日

住 所

商号又は名称

代表取締役（個人事業主は職名不要）○○　○○

  実印 

使用

印   社印 



五所川原市長　様

○○県○○市○○○○　100-1

㈱○○○○建設 　印鑑登録印(実印)

取締役社長　○○　○○

　

　次の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。

～

（期間の記載がない場合は、入札参加資格の有効期間中委任するものとして取扱います。）

支店等の角印  支店長等の印

 

１． 入札及び見積に関する件

２． 契約の締結に関する件

３． 代金の請求について

４． 代金の領収について

５． その他契約履行に関する一切について

受 任 者

委 任 事 項

※委任事項を限定又は追加する場合は、委任しない事項を横線で削除又は余白欄に委任事項を追加のうえ、削除・追
加字数を記載し訂正印（実印）を押印してください。

商号又は名称

代表者職氏名

電 話 番 号

委任期間： 平成〇年４月１日 平成〇年３１月１日

代理人使用印
（角印は全ての提出書類に使用する場合のみ押印）住 所

代表者職氏名

委　任　状

平成　　　年　　　月　　　　日

委 任 者

住 所

商号又は名称

  実印 

  営業所 

 之印 

営
業
所

有効期間を記載する。 



五所川原市長　様

青森県五所川原市字○○200-1

㈱○○建設 　印鑑登録印(実印)

私は、下記の者を代理人と定め、貴所との間における次の権限を委任します。

１ 受任者及び使用印鑑

２ 入札及び見積に関する一切の件

　

３ ～平成29年4月1日 平成30年3月31日

委任事項

委任期間

4

5

2

3

記

受 任 者 使 用 印 鑑

1 ○○　○○

代表者職氏名

年 間 委 任 状

平成　　　年　　　月　　　　日

委 任 者

住 所

商号又は名称

代表取締役（個人事業主は職名不要）○○　○○

  実印 

    ○ 

    ○ 

※市内業者の方で、事前に入

札等の権限の受任者を定めて

おく場合のみ、提出して下さい。 


